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取組の目的・背景

取組内容

　九州国際大学は、地域の勤労者教育を目的
として1930年に設立した九州法学校から始
まった伝統校であり、現在４万人近くの卒業
生が各地域や各分野で活躍している。
　キャンパスの置かれている北九州市八幡東
区平野地区は、東西に裾野を広げる緑美しい
峰々を背景とした立地である。国際村交流
センター、国際協力機構（JICA九州）など、
国際交流拠点となる施設が点在し、北九州市
から国際交流ゾーンの指定を受けており、留
学生との交流も盛んな地域である。この地の
利を活かし、国際化、地域共生や社会貢献な
どの教育に力を入れ、地域に必要とされる教
育機関としての存在感を高めている。

　北九州地域の文化向上を目的とし、塾的精
神により知識を授けるとともに、誠実有為なる
人材を育成するという建学の精神のもと、信
頼関係に基づいた人づくりや北九州に根ざし、
地域社会及び国際社会で信頼される品格高き
人材育成の目標を教育理念に掲げている。
　2013年度から始まった私立大学等改革推進
事業（以下改革総合支援事業）は、昨今、私
立大学等を取り巻く環境がますます厳しいも
のへと変化していく中で、地域に立脚し地域
に有為なる最高学府である高等教育機関とし
て、今一度、原点である建学の精神に立ち返

り、地域との「連携」を通じた地域の発展に
寄与する大学としての存在意義や今後目指す
べき方向性を再確認するための重要な契機と
なった。
　2016年度からの第３期大学中期計画では、
大学資源の活用と社会貢献を大きな柱としつ
つ、地域生涯学習活動、地域課題解決に向け
た教育・研究活動、地域社会との連携、他の
教育研究機関との連携など、地域への発展に
向けた取り組みを推進している。

 地域連携拠点のためのセンター設置

　改革総合支援事業の始まりと時を同じくし
て設立した地域連携センターでは、地域との
「連携」を通して大学の「知」を社会に還元
し、地域社会の「人づくり」「街づくり」を
通じて地域の発展に寄与することを目的に①
地域研究の拠点づくり（地域の知の形成と蓄
積）、②地域連携の拠点づくり（地域の知の
集約と連携）、③地域の人づくりの拠点（地
域への知の開放と実践）を目標に掲げて活動
している。
　当センターはサテライトキャンパスとして
JR黒崎駅に隣接するコムシティ再開発事業
により誕生したアクセス便利な駅前の施設内
に設置されている。ここは北九州市の西部地
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大学の「知」の開放による
地域の「人づくり」「街づくり」

取組のポイントや補助効果等

九州国際大学

◆ 地域連携センター設置による産官学民連携の強化
◆ 大学中期計画と一体的となった全学的な取り組み

平成25年度、令和元年度　選定
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域の交通の結節点であり、この地を活動拠点
とすることで建学の精神、即ち塾的精神によ
る人づくり、地域社会から評価される学園づ
くりをこれまで以上に拡充することが可能と
なった。

 地域との様々な連携協定の締結

　北九州の地域に立脚し、理論・実践両面に
明るい人材を育成するため、北九州市や地元
企業と連携協定を締結している。現在、協定
数は16、協定先は30以上となり、その内容は
地域への若者定着促進や防災対策に関するも
のから、寄附講座など、あらゆる分野におい
て、地域の課題解決や活性化に向けた連携を
進めている。前述した駅に隣接するコムシ
ティ内に設置された地域連携センターは北
九州市との「九州国際大学サテライト・キャ
ンパスコムシティへの進出に関する協定」に
基づくもので、北九州市内の11施設と連携し
て地域に向けた生涯学習事業の展開を図るな
ど、地域の人づくり、まちづくりの一翼を担
うとともに地域に向けた生涯学習事業等の展
開に活用することができ、地域活性化推進の
ための礎となっている。
　また、大学が所在する地域にある八幡中央
区商店街は高齢化が急速に進展し、人口減少
とも相まって大きな衰退を見せている。地域
に根ざし地域とともに歩む大学としては地域
からのしっかりとした信頼・評価を得るため
にも当商店街との協定は極めて重要な意義を
有しており、商店街活性化に向けて教員・学
生が主体となり様々な活動を行っている。

 豊富なメニューを揃えた公開講座

　知の開放としての地域貢献は、今から遡る
ことおよそ70年前、1953年の「法律相談部」
開設による市民相談に始まった。その後、
1971年には「市民講座（中津）」を開講し、
1996年には生涯学習を大学の一大事業として
取り上げ、一般市民向けの各種講座を展開
し、現在の姿まで発展した。

■ 北九州市民カレッジ
　北九州市民の多様なニーズに対応した学習
の機会を提供するため、北九州市との共催に
より講座を開設している。「まちづくり・人
材育成系コース」「総合・教養系コース」
「高等教育機関提携コース」の３つの幅広い
分野の学習機会を提供し、その中で当大学は
「高等教育機関提携コース」に参画してい
る。受講に応じた単位認定に加え、「カレッ
ジ学士」「カレッジ修士」「カレッジ博士」
の称号を付与することで学習の成果を評価
し、積極的な学習を促している。ここで学ん
だ成果を地域・学校・市民センター等で活用
する機会を設け、「学び」と「活用」を循環

地域連携センター

（交付額：千円単位）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

一般補助 172,500 169,076 182,067 170,559 195,531

特別補助 20,124 22,709 17,590 20,666 29,026

補助金合計 192,624 191,785 199,657 191,225 224,557

改革総合支援事業
選定タイプ数

0 0 1 0 1

※改革総合支援事業は4タイプ中の選定数（2017年度及び2018年度は5タイプ）

私立大学等経常費補助金ファイル

人生の質の向上 ボランティア 市民力の向上
地域社会の活力向上 地域社会への還元 キャリアの開発 産業の活性化

学習機会の提供

カレッジ単位認定

カレッジ博士
40単位

カレッジ修士
30単位

カレッジ学士
20単位

学びの記録手帳

地域・学校・市民センター等での活動

自主活動

生涯学習総合センター
八幡西生涯学習総合センター
（生涯学習センター）での学習

まちづくり・
人材育成系コース

まちづくり、ボランティア等、
地域活動や社会活動の促進に
関する分野

●市民センターの事業、運営への参画
●講座への参画、講師等
●生涯学習推進コーディネーター
●地域での活動

●自主活動グループ
●学習ボランティアグループ
●ボランティア活動

●学びサポーター
●講座の講師
●北九州エンジョイント事業の企画運営・講師

“学びの環“

総合・教養系コース

一般教養、国際理解等の現代
的課題の学習に関する分野

高等教育機関
提携コース

各校の特徴を活かした高度
で専門的な学習分野

学習成果の評価 学習成果での活用

学びのサイクル

学習成果を
活かしたい

活動のスキルアップ
のための学習

北九州市民カレッジの仕組み
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する学びのサイクルにより、「自己実現の促
進」や「循環型生涯学習社会」を担う人材育
成を図る場としての役割を果たしている。

■ 九州国際大学市民講座・市民相談
　日常生活に関連して発生する、税金・年金
などの法的な諸問題に関する講座を受講し、
その後、実務家教員等と学生が一体になって
市民への法律相談を実施する実践的な講座で
ある。他には自営業者に向けた労務法務や税
務等のプログラム、次世代の担い手となる実
務家志望の学生に対する実践教育の場として
講座を提供するなど、地域の要望に応えるた
めの体制づくりを目指している。

■ 穴生学舎シニアカレッジ
　高齢者の多様なニーズに対応した生涯学習
の拠点として、社会参加の促進を目的に始め
た研修事業である。高齢化社会、人生100年
時代の到来に向け、旺盛な向学心に対応した
講義を開講し、シニア世代が心豊かに生きる
ための支援を行っている。2019年度は北九州
市がSDGs未来都市として国のSDGsモデル事
業に選定され、SDGsトップランナーとして
「北九州の今、そして未来～SDGsを踏まえ
て～」を統一テーマに掲げ、当大学の教員を
中心とした講義等を提供し、次世代に向けた
取り組みを展開している。

 調査・研究を通じた地域連携推進事業

　地元産業界等との産官学連携のもと、重厚
長大型産業が衰退し、産業の構造的転換が求
められていた北九州地域において、いち早く
フロー型からストック型、長寿命型社会の実
現に向けて取り入れた地域課題解決型の事業
であり、地域貢献活動を積極的に推進する中
で重要性を認識し実施することとなった。
　大学の有する人的資源及び知的資産といっ
た学術的蓄積や教職員・学生等の力を活用し
て、地域づくりに取り組んでいる団体を支援す

ることを目的に北九州市、NPO法人、地元企
業等と連携し、地域連携センターの掲げる３
つの目標、地域研究の拠点づくり、地域連携
の拠点づくり、 地域の人づくりを三位一体で
同時に実現を図る仕組みを制度化した。
　主な内容としては、「大学の街、八幡地区
の地域活性化」「北九州市内企業の働き方改
革」等をテーマとした調査・研究を行い、そ
の成果について地域に還元し、地域活性化に
役立てている。調査・研究のテーマは、地域
からの要望に基づいて実施するものであり、
地域のニーズを的確に把握し、地域産業界等
と大学のノウハウを最大限に活用することが
可能となっている。同時に学生が参画するこ
とで、街に愛着を持つ若い世代の育成にもつ
ながり、地域の活性化に向けて大きな期待が
寄せられている。

 その他の取組と経済的支援等の成果

　学生・教職員が参加した地域安全マップの
作成、地域連携学生ボランティア活動、高大
連携の一環としての出張講義、施設の貸し出
しなど、地域の社会や産業界等と連携を図り、
教育・研究の推進、地域の活性化に向けた取
り組みを総合的に実施することで、地域連携
センターの利用者は2015年度の2,529人から
2019年度には4,370人まで大きく増加した。
　こうした実績を重ねることで北九州市や地
元産業界との信頼関係が築かれた。地域に立
脚する大学として地域からの協力を得るため
には地道な努力が何よりも重要であり、これ
らの積み重ねの結果、地域連携センター設置
にかかる経済的支援として北九州市から初期
投資費用や賃料等のランニングコストについ
て一定の軽減措置が図られた。このことは、
当大学の地域連携活動が地域にとって不可欠
なものであると認められた証左であり、また
今後の地域連携事業を推進していくうえでの
原動力となっている。
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実施体制

成功のポイントや苦労した点

今後の課題・展望

　地域連携センターは、学長を中心とする教
育研究協議会で決定した「地域連携に関する
方針」に基づき、センター長のリーダーシッ
プによって機動的に地域連携事業の企画・運
営を推進する組織である。そして事務室が室
長主導のもと地域連携推進事業全般のサポー
ト、管理・運営及び実務を担い、円滑な事業
実施を可能としている。

　地域連携センターの活動をあらかじめ大学
の第三期中期計画の目標と関連付けること
で、全学的な取り組みとして展開できたこ
と、改革総合支援事業のポイントに併せて実
績・エビデンスを集約する中で、従前の運営
や体制に対する様々な示唆やヒントを得たこ
とで体制の再構築を図り、事業全体の拡充が
なされたこと、地域連携センター開設７年目
に当たってこれまでの事業の見直しも含め総
括に向けた取り組みを行っていたところに、

　改革総合支援事業を通じて地域連携事業に
おける、大学の強み、弱みを具体的に把握す
ることができたため、今後はそれを踏まえた
事業展開を進めていく。まず、「知」の開放
による地域の人づくりの拠点については、地
域を構成する一人ひとりの学びの支援（生涯
学習の機会の提供等）による、地域の人々の
自己実現、自己確立への貢献やそれに対する
地域からの評価は高まっていると考えられる
ことから、今後は地域の人々による地域のた
めの主体的なまちづくりへの参加を側面から
支援することに力を入れる。次に、地域連携
の拠点づくりとしては、教職員・学生等と地
元商店街や団体等との連携協働による活発な
地域づくりを展開しており、この姿勢を今後
も維持・継続していくことが大切であると考
えている。さらに、地域研究の拠点づくりと
しては、地域課題解決に向けた研究として、

「誰一人取り残さない世界へ」というコンセ
プトのもと始まった「SDGs」（持続可能な開
発目標）の研究・取り組みを推進させ、更な
る地域の活性化、地域貢献に寄与するよう邁
進していく。

 　　　改革成果を示す客観的な数値データ（抜粋）
実績項目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

地域連携センター年度別利用者数 2,529人 3,132人 4,150人 5,037人 4,370人

北九州市民カレッジ 10講座 14講座 18講座 24講座 19講座

市民講座・市民相談 20講座 20講座 20講座 20講座 19講座

穴生学舎シニアカレッジ 10講座 10講座 10講座 10講座 ４講座

地域連携推進（調査・研究）事業 ４件 ４件 ６件 ５件 ７件

地域との連携協定数 ９件 11件 11件 13件 15件
※2019年度は新型コロナウィルスの影響で講座の開催を中止又は延期したため実績が減少している。

改革総合支援事業の2019年度からの新たな枠
組みである「地域連携型」の補助金申請が重
なり、事業検証の好機となったことが成功に
つながった。

学 長

センター長

副センター長

事務室長

事務室員

地域連携推進費を活用した
 地域連携推進事業に係る応募テーマや内容等
を審議及び採択

 その活動及び成果の検証
⇒地域連携推進事業取り組みの“要”

運営委員会

地域連携センター

●人づくり事業
●地域連携事業
●地域研究事業

教育研究協議会
方針決定

企画・運営 地域連携推進事業

実施体制図
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